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重 要 事 項 説 明 書 

医療法人 社団 都会 渡辺西賀茂診療所ホームヘルプステーション であい  

《児童・未成年者が契約する場合は、原則として法定代理人（通常は親権者）の同意が必要です） 

                   ＜令和 7年 4 月 1 日現在＞ 

（事業の目的） 

１．医療法人 社団 都会 渡辺西賀茂診療所 ホームヘルステーションであい（以下「事業所」という。）において

行う指定障害福祉サービス事業の居宅介護、重度訪問介護（以下「居宅介護等」という。）の適正な運営を確保す

るために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、居宅介護等の円滑な運営管理を図るとともに、利用者、

障がい児及び障がい児の保護者（以下「利用者等」という。）の意思及び人格を尊重して、常に当該利用者等の立

場に立った居宅介護等の提供を確保することを目的とする。 

 

（運営方針） 

① 事業所は、利用者等が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者等の身体

その他の状況及びその置かれている環境に応じて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、

外出時における移動中の介護並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を適切かつ効果

的に行うものとする。 

② 居宅介護等の実施に当たっては、利用者等の必要な時に必要な居宅介護等の提供ができるよう努めるものとする。 

③ 居宅介護等の実施に当たっては、地域との結び付きを重視し、利用者等の所在する市町村、他の指定障害福祉サー

ビス事業者、指定相談支援事業者、指定障害者支援施設その他福祉サービス又は保健医療サービスを提供する者（以

下「障害福祉サービス事業者等」という。）との密接な連携に努めるものとする。 

前三項のほか、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」

という。）及び京都市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく事業及び人員、設備及

び運営の基準等に関する条例に定める内容のほか関係法令等を遵守し、居宅介護等を実施するものとする。 

 

3、従業者の職種、員数及び職務の内容 

１．管理者：1名（兼務可能） 

  管理者は、事業所従事者の管理、及び業務の管理を一元的に行う。 

２．サービス提供責任者：1名以上（利用者 40名につき 1名／介護福祉士 3 名（うち管理者兼務 1名）  

  サービス提供責任者は、事業所に対する訪問介護の利用申し込みに係る調整、訪問介護計画の作成、訪

問介護員に対する技術指導・利用者情報の伝達、業務実施状況の把握、サービス担当者会議への出席、

居宅介護支援事業者との連携等を行う。 

３．訪問介護員：常勤換算 2.5名以上（常勤換算） 

介護福祉士・実務研修修了者・初任者研修修了者・ヘルパー１級・ヘルパー２級の資格を持つ者が訪問介護

計画に基づき、日常生活に必要な指定訪問介護サービスを提供する。 

４．事務員：1名 事務員は事業所運営において必要な事務を行う。 

 

（従業者の義務） 

１．サービス従事者は、居宅介護等サービスを提供する上で知り得た契約者及びその家族等に関する事項を、第三者

に漏らしてはならない。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続する。 

２．サービス従事者は、身分を証する書類を携行し利用者から求められたときは、これを提示する。        
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（サービス内容） 

１．サービス内容は、次のとおりとする。 

（１）身体介護・・・着脱・排泄・移動・体位交換・入浴・清拭・整容・食事・間食介助・口腔ケア・通院等介助・

自立支援のための見守り援助等、お身体に関するサービス 

（２）生活援助・・・調理・洗濯・住居の掃除、整理整頓・薬の受取り・買い物等、 

家事に関するサービス 

（３）外出時の移動中の介護(重度訪問介護のみ)・・・ 

官公庁や銀行等の公共機関への用務など社会生活不可欠な外出及び余暇活 

動等社会参加のための外出の援助を行います。  

※1 日の範囲内で用務を終えるものを原則とし、通勤、営業活動等の経済活 

動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出の介助はいたしません。  

 

（利用料等） 

１．サービスを提供した場合の利用額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該指定居宅介護・重度訪問

介護が法定代理受領サービスであるときは、障害福祉サービス費の個人負担額を徴収する。ただし、法定代理受

領分以外の場合は、障害福祉サービス費の相当額を徴収する。（限度額を超えるもの） 

２．当該指定居宅介護・重度訪問介護事業所が、厚生労働大臣が定める要件を満たした場合には、特定事業所加算を

算定する。 

３．タクシー等交通機関を利用した場合は、実費負担とする。 

４．費用の支払を受ける場合には、利用者またはその家族に対して、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得るものとする。 

５．その他の費用の徴収が必要となった場合には、その都度協議して利用者等に説明し同意を得たものに限り徴収す

る。 

６．その他利用料について支払が困難な状況が発生した場合には、管理者と協議の上、減額または免除することがで

きる。 

７．利用者が前日までに連絡することなく自己都合によりサービスをキャンセル（中止）する場合、サービス提供時

間に関係なくキャンセル料金、1019 円を徴収するものとする。 

 

（営業日及び営業時間） 

１．営業日：月曜日から日曜日までとする。 ただし、１２月３１日から１月３日までは休日。                      

２．営業時間：８：００～２１：００ ただし、事務所窓口は８：３０～１７：３０。 

※上記の営業日・営業時間の他、事業所電話（４９３－２１２９）転送により２４時間対応とし連絡可能な体制と

する。 

 

（通常事業の実施範囲） 

北区、上京区、左京区とし、実施地域は別紙参照とする。 

 

（緊急時における対応方法） 

１． サービス従事者は、居宅介護等を実施中に利用者の急変、その他緊急事態が生じた場合には、速やかに事業所に

連絡する。状況に応じて、救急車を依頼する場合もある。なお、連絡を受けた事業所は主治医に連絡をして、入

院等の必要がある場合には、医療機関へ連絡するなど万全を期する。 
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２． 利用者やその家族からの要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネジャーと連携を図り、ケアマネジャーが

必要と認めた時に、サービス提供責任者又その他のサービス従事者が居宅介護支援サービス計画にない居宅介護

等を行う事ができる。 

 

（事故発生時における対応方法） 

１． 居宅介護サービス実施中に事故が発生した場合には、前項（緊急時における対応方法）同様の緊急措置を行う。

同時に事業所は、市町村および関係機関等に連絡をし、必要な措置を講じる。居宅介護の提供により事故が発生

した場合には、本人・家族と協議の上、速やかに賠償責任を行うものとする。但し、事業所の責に帰すべからざ

る事由による場合はこの限りではない。 

 

＊緊急の場合は下記の連絡先に連絡をとります。 

 

医療機関名 

 

 

 

主治医氏名 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

緊急時希望医療機関 

 

 

 

ご家族 氏名（続柄） 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

居宅支援事業所 

担当ケアマネジャー 

 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

（自然災害時おける対応方法） 

１. 警報や避難勧告・避難指示等が出ている場合には、サービス提供時間を変更したり、中止することがある。そ

の場合には必ず、サービス提供の予定時間までに事業所から利用者または家族に連絡をする。必要に応じ、居

宅介護支援専門員や関係機関に連絡をする。 

 

（相談・苦情の申し立て） 

１． 相談・苦情等に対して基本的には管理者が窓口となり、対応する。また、相談・苦情等に対しての責任者及び

処理担当者は管理者とする。 

 ＜受付時間＞ 午前８時３０分～午後５時３０分 （日曜日 １２月３１日～１月３日は除く） 

ＴＥＬ：０７５－４９３－２１２９  ＦＡＸ：０７５－４９３－５５８４ 
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２．行政機関その他の、苦情受付機関については、次の通りとする。 

 

京都市北福祉事務所 支援保護課   （TEL）０７５－４３２－１２８５ 

                  受付時間 午前８時３０分～午後５時００分 

                      （土・日・祝日は除く）  

京都市左京福祉事務所 支援保護課  （TEL）０７５－７０２－１１３１ 

                  受付時間 午前８時３０分～午後５時００分 

                      （土・日・祝日は除く）  

京都市上京福祉事務所 支援保護課  （TEL）０７５－４４１－５１２１ 

                  受付時間 午前８時３０分～午後５時００分 

                        （土・日・祝日は除く） 

 京都府国民健康保険団体連合会    （TEL）０７５－３５４－９０９０ 

                 

（留意事項） 

１．サービス担当者会議、介護サービス情報の公表、第三者評価を受診する場合においては、利用者及びその家族等

に関する個人情報を提供することをこの文章により同意を得るものとする。 

２．個人情報については、利用者からの請求があった場合、例外を除き所定の手続きにより開示を行うものとする。 

 

（サービスご利用に際してのお願い） 

１お茶やお菓子など、お心付けはお気持ちのみお受けいたします。 

２訪問の際は、ペットをゲージやリードにつなぐなどの配慮をお願いします。ペットの屋外飛び出しやトラブルを

防ぐ目的です。 

（ハラスメント行為の禁止） 

ハラスメント行為等により、健全な信頼関係を築くことが出来ないと判断した場合は、サービスの中止や契約を

解除することもあります。 

１パワーハラスメント 

怒鳴る、叩く、蹴るなどの身体的攻撃、人格を否定するような発言をする精神的攻撃 

２セクシャルハラスメント 

  性的及び身体上の事柄に関する不必要な質問、言動。身体への接触、わいせつな行為、画像の閲覧 

３カスタマーハラスメント 

・職員に対して行う恫喝、恐喝、土下座の要求、金銭の要求、謝罪文の要求、大きな声を上げる、物を叩く、投げ

つける、呼び出す、居座る、誹謗中傷などの迷惑行為の禁止。 

・サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音等を無断でＳＮＳ等に掲載する行為の禁止。（個人情報保護法に準

じて事前に職員本人の同意が必要） 

 

身体拘束の適正化 

原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束は行いません。ただし、下記の通り、緊急やむを

得ない理由により拘束をせざるを得ない場合は事 前に利用者及びその家族へ十分な説明をし、同意を

得るとともに、その対応及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について

記録します。 
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1．緊急性：直ちに身体拘束を行わなければ、利用者又は他人の生命・身体に危険が及ぶ事が考えら場合  

2．非代替性：身体拘束以外に、利用者又は他人の生命・身体に危険が及ぶ事を防止する事ができない場合

3．一時性：利用者又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶ事がなくなった場合は直ちに身体拘束を解く  

 

虐待防止に関する対策 

人権の擁護・虐待の発生、その再発を防止するために虐待防止委員会を設置し、その結果について従業 

者へ周知します。ほか、指針の整備、研修を実施します。 サービス提供中に、当該事業所従業者又は

擁護者（利用者の家族等高齢者を現に養 護 する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した

場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

感染症の予防及びまん延防止のための対策 

事業所内の衛生管理、介護ケアにかかる感染対策を行い、感染症の予防に努めます。 感染症の発生、 

その再発を防止するために感染症対策委員会を設置し、その結果につ いて従業者へ周知します。ほか、  

指針の整備、研修を実施します。 また、新たな感染症発生時に対しては、業務継続計画に基づいて対 

応します。 

 

この重要事項説明書により重要な事項を説明しました。 

 

       事業者  所在地  京都市北区大宮南田尻町５９番地 

            名 称  医療法人 社団 都会 渡辺西賀茂診療所 

                 ホームヘルプステーション であい 

       サービス提供責任者    

       説明者  氏名                          

 

私は、この重要事項説明書により、当事業者のホームヘルプサービスについての重要な事項の内容に同意します。

また、サービス担当者会議、第三者評価受診等において利用者及びその家族の個人情報を用いることに同意のうえ、

本書面を受領しました。 

 

   令和  年  月  日 

利用者  住所 

            氏名                  

  署名代行人 

   私は本人に代わり、上記署名を行いました。私は本人の契約意思を確認しました。 

        

（家 族）  住所 

氏名                     

           （ ご 本 人 と の 関 係               ）                  

（代理人） 住所 

 氏名                    

（ご本人との関係              ） 


